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三 経済的自由の制限に関する違憲審査（以上，本稿⑵，本誌 91 号掲載）











































































⚓） 連帯保証決定（1993 年）も同様である（前述，本稿⑷第 3節五⚒参照）。


























⚕） 中村睦男［1973］291 頁以下参照。これについては，既に本稿⑴第 2 節二⑷で簡単に触れ
た。さらに中村睦男［1983］5 頁以下は，宮沢俊義の「社会国家」論が，上の我妻社会権論を
憲法学的に処理し，「積極的な受益関係」のなかに社会権を位置づけて通説化したとする。








































































⑴第 2節二⚓注 191 等で触れた。
15） アーベントロート［1971］参照。日本における研究として，影山日出弥［1961］，影山日出
弥［1968］，影山日出弥［1974］等を参照。








































































































































































































































































27） 舟田［1975-77］⑺ 651 頁以下参照。



























































































































34） 一時期，「憲法と民法」という表題での特集が組まれたことがあった（法学教室 171 号 6 頁
以下（1994），法律時報 76 巻 2 号 50 頁以下（2004）など）。少し遅れて，「競争秩序と民法」と
いうテーマでの特集もあった（「競争秩序と民事法」日本経済法学会年報 19 号（1998），シンポ
ジウム「競争秩序への多元的アプローチ」北大法学論集 56 巻 1 号（2005），日本私法学会シン
ポジウム資料「競争秩序と民法」NBL 863 号 39 頁以下（2007）など）。民法と独占禁止法に関
する個別的業績として，根岸哲［1994］，原島重義「競争秩序と民法」（1997）（原島重義
［2011b］187 頁以下所収）, 森平明彦［2002］, 森平明彦［2005］，山本顯治［2006b］等参照。





































































































































46） 舟田［1975-77］⑹ 286 頁。
47） ハーバーマス［1969］✅ 117 頁。






































































良俗・暴利行為（BGB 138 条 1 項・2 項，日本民法 90 条）と不当条項規制（BGB




























































56） 大村敦志［1995］144 頁。山本敬三［2016 Ⅰ］104 頁以下の批判的検討も参照。
57） ケッツ［1999］17 頁以下。




























































































































































































































































































3 号 競争者との関係において，優越的市場地位（überragende Marktstel-
lung）を有する場合




































スブック決定（2019 年 2 月 6 日）は，これを条件濫用とした事例である76)。
75） この点は，正田彬［1980］，舟田［2009c］第 1章，第 2章，16 章等を参照。
































78） 山本敬三［2016 II］26 頁。山本豊［1998a］83 頁以下, 石田喜久夫（編）［1999］123 頁以下
等，同旨の指摘が多くなされている。さらに，舟田［2019b］で挙げた諸文献を参照。





























80） 潮見［2004］252 頁以下参照。石田喜久夫（編）［1999］95 頁，101 頁等も参照。消費者契
約に関するEU諸指令については，後述，第 5節⚓⑸を参照。
81） 潮見佳男［2004］260 頁以下参照。
































































85） 原田昌和［2007-08］⑴ 111 頁注 15 の和訳によった。
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あり，ライヒスゲリヒト（RG＝大審院または帝国裁判所）1901 年⚔月 11 日判
決，同 1906 年 1 月 8 日判決などにおいて，独占的事業者が，不当（unbillig）
かつ不均衡な（unverhältnismäßig）条件を取引の相手方に課し，その独占者と
















































BGH は 1956 年以降，約款の有効性に関し，「独占」要件を放棄し，良俗違









田［2009c］159 頁，182 頁注 120 を参照。
89） 河上正二［1988］336 頁参照。
90） 河上正二［1988］342 頁参照。
























































さらに，GWB 第 2 次改正（1973 年）において，差別的取扱いの禁止の名宛
人に，この市場支配的事業者に加えて，取引の相手方等との関係が従属
（abängig）要件を満たす場合の「市場力において有力な」（marktstark）事業者

















記された。これについては，ドイツで 1949 年に GWB の草案が公表され，そ
こにおいて，「経済力の保有者には，あたかも実質的な競争にさらされている
場合と同様の行動をとること」が要請される，という趣旨の濫用規制構想が示




















































102） Langen/Bunte［2014］, § 19 Rn.102























103） ヴィタミン B12 事件（ʠVitamin-B12ʡ）については，連邦カルテル庁決定 BKartA Beschl.
vom 12. 3. 1974, BGH Besch. vom 3. 7. 1976, BGHZ 67, 104 = WuW/E BGH l435. ヴァリウム・リ
ブリウム事件（ʠValium-Libriumʡ）については，連邦カルテル庁決定 BKartA Beschl. vom 16.
10.1974, BGH Besch. vom 16. 12. 1976, BGHZ 68, 23 = WuW/E BGH 1445,（同事件第 2次訴訟）
BGH Besch. vom 12. 2. 1980, BGHZ 76, 142 = WuW/E BGH 1678.
104） 小原喜雄［1982］465 頁，Langen/Bunte［2014］, § 19 Rn.97．同判決では，結論はいずれ
も違反なしとされたが，傍論として，GWBに基づく価格規制が可能であると述べた。Immen-

































107） 参照，Langen/Bunte［2014］, § 19 Rn.102ff.，柴田潤子［2008］333 頁以下。
108） 例えば参照，Immenga/Mestmacker［2014］, § 19 Rn.262ff.
109） 田中裕明［2001］53 頁以下，山部俊文［2007］，Immenga/Mestmacker［2014］, § 19 Rn.
275ff., 278ff，Emmerich［2014］, S.325，Langen/Bunte［2014］, § 19 Rn.121ff. 等を参照。なお，
前記（本節一⚓）のフェイスブックに対する連邦カルテル庁の決定においても正当化事由が論
じられている。





























110） Immenga/Mestmacker［2014］, § 19 Rn.275ff.







































118） 舟田［1975-77］⑺ 117 頁以下，120 頁以下を参照。


















































































ている場合には，GWB 19 条 1 項の一般条項に基づいて濫用と認めることが
できる」124)。







123） ここで触れる BGH の判決は，次の通り。BGH 2013 年 11 月 6 日判決（VBL-Gegenwert
Ⅰ），2017 年 1 月 24 日判決（VBL-Gegenwert Ⅱ），2016 年 6 月 7 日判決（Pechstein）。これら
については，舟田［2019a］，舟田［2019b］でも触れたが，詳細は鈴木孝之［2019］参照。

































125） Immenga/Mestmacker［2014］Rn.256（執筆は Fuch とMöschel ）.
126） Dauses/Ludwigs［2019］EU競争法 102 条 Rn.73 以下。


























































128） Bauer, J.［1972］S. 103. 諸判決とライザー説との関連は，石田喜久夫（編）［1999］104 頁
等多くの指摘がある。































133） 例えば，Langen/Bunte［2014］, § 19 Rn.5.
134） Münchener Kommentar［2015］, § 19 Rn.34.
135） Emmerich［2014］S.325.
136） Münchener Kommentar［2015］, § 19 Rn.34.
137） Münchener Kommentar［2015］, § 19 Rn.34.















であろう（前注 139 参照）。その場合，約款ではないから BGB 307 条等は援用
できず，良俗違反か否かの判断になる。














140） ライポルト［2015］326 頁（BGH NJW1992,2145），鹿野菜穂子［1995］144 頁以下（「自由
を極度に制限する行為」）等を参照。ビール供給契約における期間拘束の諸判決については，丸
山絵美子［2015］46 頁以下に詳しい。






































なお，上述の良俗違反（BGB 138 条 1 項）の論点とは一応区別されることと
して，個別交渉を経た条項についても，暴利行為・過大利得禁止の観点から
「不当性」を理由とした無効評価が下される可能性は，否定されるべきではな



















































































（BGB 138 条 2 項）である（第 4節六⚔⛸参照）。給付の均衡法理と「契約自由」
145） 鹿野菜穂子［1995］144 頁，ケッツ［1999］255 頁等を参照。
146） 大村敦志［1995］220 頁以下，225 頁等を参照。同書は，このことから，「給付の不均衡と
ともに，当事者の置かれた関係・状況を重視すべきである」と指摘する。


























暴利行為規制については，ドイツ民法が形式面で 138 条 1 項（良俗違反）と
は別に 2項で取り出して独立の項を立てている点を除けば，ほぼ同様の主観的
147） 大村敦志［1995］236 頁以下，251 頁を参照。



























154） 我妻榮［1965］270 頁以下，林幸司［1995］133 頁以下参照。しかし，その社会的妥当性に
ついての判断は，「裁判官にほぼ全権委任した形となっている」，とする説もある（林幸司
［1995］133 頁）。
155） 山本敬三［2016 Ⅰ］103 頁参照。
156） 山本豊［1998a］64 頁参照。大村敦志［1995］273 頁以下の挙げる裁判例には，独禁法上の
優越的地位の濫用にも当たる可能性があると推測される事例が散見される。その他，品川信用
組合事件＝東京地判昭和 59・10・25 判時 1165 号 119 頁，畑屋工機事件＝名古屋地判昭和 49・




プに係る三井住友銀行事件＝勧告審決平成 17・12・26 審決集 52 巻 436 頁，その私訴である東
京地判平成 21・3・27（LLI 統合型法律情報システム文献番号 06430125），その他，多田敏明
［2007］が挙げる諸事例を参照。

























160） 山本敬三［2000］，山本敬三［2016 Ⅰ］107 頁以下参照。
161） 森田修［1998］，森田修［2000］をも参照。これらに対し，伝統的な立場からの批判とし
て，加藤雅信［2006］参照。

















































































上の「著しい不均衡」規定は，消費法典 L.132-1 条 1 項（1995 年）とほぼ同
様の文言であり，ここから着想を得て規定されたものである173)。この消費法

















174） 大澤彩［2010a］161 頁，長尾愛女［2018］139 参照。
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消費法典 L.132-1 条 1 項および EU不公正条項に関する指令 3条 1 項は，い
ずれも対象を消費者取引，かつ契約条項（付随的条項）に限っている。これに
対し，商法典 L.442-6 条Ⅰ項 2号の「著しい不均衡」規定は，規制対象を限定
していないことから，文言上は条項の種類を問わずに全ての条項に適用されう






















る」181)。前記の 1993 年 EU指令 4条 2 項も，「契約条項の不公正さの評価は，
177） 大澤彩［2011a］14 頁参照。長尾愛女［2018］165 頁も同旨。
178） 大澤彩［2011a］14 頁参照。




































































185） ランドー＝ビール（編）［2006］251 頁以下，255 頁。
186） 鹿野菜穂子［1995］142 頁。

































































































194） 田中裕明［2016］24 頁以下は，契約における良俗違反と GWBの関係について，具体的な
事例を挙げて述べている。

































































控訴裁判所 2019 年 8 月 26 日決定は，この因果関係の立証が不十分として控訴を認容した。























































日本民法上の公序良俗（90 条）とドイツ BGB 138 条がほぼ同じ内容である



























































































































が，それ以外の典型例として，GWB 19 条 2 項 3 号が示す差別対価システム
（＝価格分割システム）に関する「市場分割的濫用」が重要である。同号は，












207） Immenga/Mestmacker［2014］§ 19 Rn.248, Rn.286（ただし，この部分は，Fuch, Andreas
との共著）.






なる価格を設定したことを，19 条 2 項 3 号の意味での価格分割であり濫用に
当たるとし，BGHも認容した（BGH 1999 年 7 月 22 日判決）208)。
また，連邦カルテル庁は，石油会社が，独立系ガソリンスタンドへの販売
と，自営のガソリンスタンドによる消費者への販売について価格に差を設けた
















208） BGH v. 22.7.1999 WuW/E DE-R 375 ʠFlugpreisspaltungʡ（航空運賃価格差別事件）．これ
らについては，参照，Immenga/Mestmacker［2014］§ 19 Rn.288f.，柴田潤子［2008］336 頁
以下。
209） BKartA v. 9.8.2000 WuW/E DE-V 289，ʠFreie Tankstellenʡ（自由なガソリンスタンド事
件）．本決定の前史として，カルテル庁は同種の行為を何度か取り上げている。これについて
は，岸井大太郎［1986］161 頁以下参照。
210） Immenga/Mestmacker［2014］§ 19 Rn.290.





















京高決昭和 32・3・18（行集 8巻 3 号 443 頁）では，北国新聞が，独占的地位を
持っている石川県で高価格を維持し，他方で新規参入しようとする富山県で安
い価格を設定し，「新聞業における特定の不公正な取引方法（平成 11 年 7 月 21




212） トーカイ事件：東京地判平成 16・3・31 判時 1855 号 78 頁，判タ 1151 号 275 頁，金商
1192 号 49 頁，東京高判平成 17・⚔・27 審決集 52 巻 718 頁，日本瓦斯事件：東京地判平成
16・3・31 判時 1855 号 88 頁，判タ 1151 号 285 頁，金商 1192 号 38 頁，東京高判平成 17・5・
31 審決集 52 巻 818 頁。両事件とも，最決平成 17・10・27（上告不受理決定，判例集未登載）。
213） 金井貴嗣ほか（編）［2018］296 頁以下参照。
214） 正田彬［1980］320 頁以下，根岸＝舟田［2015］206 頁以下参照。































216） 平成 31 年(ネ)10018 号，裁判所ウェブサイト，および第一法規法情報総合データベース：


























































































teressenabwägung）」により，GWB 上の濫用に当たるとした（第 5 節二⚓⑵
219） 角田美穂子［2006］45 頁，吉田克己（編著）［2011］，河原文敬［2011］160 頁等を参照。
220） 中野雅紀［1994］21 頁。アレクシーの所説については，亀本洋［1988］，中野雅紀
［1996］，渡邉康行［2003］，小山剛［2005a］等を参照。








































































































































































するEC指令をめぐって 」駒澤法曹 2号 1頁以下（2006）→ 青野博之［2006］
荒木雅也「EC独占禁止法における市場支配的地位の濫用行為」高崎経済大学論集 48
巻⚑号 55 頁以下（2005）→ 荒木雅也［2005］







井上 彰「正義・最小限真理・公共的理由」『社会／公共性の哲学 岩波講座 哲学
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大澤 彩「不当条項規制の構造と展開」私法 72 号 141 頁以下（2010）→ 大澤彩
［2010b］
大澤 彩「事業者間契約における不当条項規制をめぐる立法論的視点⑴（2・完）」
法学志林 108 巻 4 号 226 頁，109 巻 1 号 112 頁以下（2011）→ 大澤彩［2011a］





小野秀誠「契約の自由と当事者の地位」一橋法学 7巻 1号 1頁以下（2008）
→ 小野秀誠［2008］
小原喜雄「イギリスにおける競争政策の最近の動向」公正取引 273 号 18 頁以下
（1973）→ 小原喜雄［1973］
小原喜雄「独占的高価格の規制について」『公法と経済法の諸問題（下）』（有斐閣，
1982）431 頁以下 → 小原喜雄［1982］
か
笠原 宏『EU競争法』（信山社，2016）→ 笠原宏［2016］







手掛かりに」立命館法学 256 号 1412 頁以下（1997），257 号 1 頁以下（1998）
→ 鹿野菜穂子［1997-98］
亀本 洋「法におけるルールと原理（一）・（二・完）」法学論叢 122 巻 2 号 18 頁以
経済法序説（⚖・完）（舟田正之)
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下（1987），123 巻 3 号 95 頁以下（1988）→ 亀本洋［1987-88］
川井 健『民法概論⚑（民法総則）』（有斐閣，第 4版，2008）→ 川井健［2008］
河上正二『約款規制の法理』（有斐閣，1988）→ 河上正二［1988］





号 16 頁以下，167 号 11 頁以下（1964）→ 菊地元一［1964］
菊地元一「多国籍企業と独占禁止法⑴～⑶」青山法学論集 18 巻 2 号 23 頁以下
（1976），18 巻 4 号 1 頁以下（1977），19 巻 4 号 29 頁以下（1978）→ 菊地元一
［1976-78］
岸井大太郎「西ドイツ競争制限禁止法における『価格濫用』規制」経済法学会年報 7
号 154 頁以下（1986）→ 岸井大太郎［1986］
岸川富士夫「 J. ハーバーマスの思想における社会国家」愛知大学経済論集 186 号
115 頁以下（2011）→ 岸川富士夫［2011］
帰山雄介「EU競争法における支配的地位搾取型濫用規制（上）（下）」国際商事法務
39 巻 4 号 475 頁以下・5号 653 頁以下（2011）→ 帰山雄介［2011］
栗原 孝「J. ハーバーマースのコミュニケーション行為の理論と現代日本の生活世
界」




究』152 頁以下 → 後藤巻則［1995］






潮見佳男「説明義務・情報提供義務と自己決定」判例タイムズ 1178 号 9 頁以下
（2005）→ 潮見佳男［2005］
潮見佳男「普通取引約款」『新版注釈民法（13） 補訂版』（有斐閣，2006）173 頁以




法の現代的諸相（下）』827 頁以下 → 柴田潤子［2005］
柴田潤子「EUにおける市場支配力のコントロールと電力市場」ジュリ 1328 号 109
頁以下（2007）→ 柴田潤子［2007］






て」『独占禁止法とフェアコノミー』221 頁以下 → 柴田潤子［2017］






時報 91 巻 5 号 63 頁以下（2019） → 柴田潤子［2019b］
島村健太郎「ドイツ競争制限禁止法における市場支配的なデジタルプラットフォー
ム事業者の濫用行為規制について」一橋法学 18 巻 2 号 727 頁以下（2019）
→ 島村健太郎［2019］
シュトル，ハンス（松本恒雄訳）「ドイツ法における契約の自由と契約の内容上の規
制」法学論叢 104 巻 5 号 1 頁以下（1979）→ シュトル［1979］





への視点」公正取引 829 号 41 頁以下（2019）→ 鈴木孝之［2019］
須永 醇『新訂 民法総則要論』（勁草書房，第 2版，2005）→ 須永醇［2005］
角田美穂子「消費者取引における不法行為の法理--ドイツの不正競争防止法と民法に
おける違法性概念の交錯」一橋論叢 115 巻 1号 272 頁以下（1996）→ 角田美穂子
［1996］
角田美穂子「欧州における競争法の動向 2004 年ドイツ不正競争防止法と 2005
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年EU不公正商慣行指令」クレジット研究 35 号 126 頁以下（2005）
→ 角田美穂子［2005］













実現」立命館法学 247 号 277 頁以下（1996）→ 谷本圭子［1996］
椿 寿夫＝伊藤 進（編）『公序良俗違反の研究』（日本評論社，1995）
→ 椿寿夫＝伊藤進（編）［1995］
土田和博「デジタルプラットフォームと独占禁止法・総論」法律時報 91 巻 5 号 54
頁以下（2019）→ 土田和博［2019］
寺川 永＝馬場圭太＝原田昌和「2011 年 10 月 25 日の消費者の権利に関する欧州議
会及び理事会指令」関西大学法学論集 62 巻 3 号 1208 頁以下（2012）
→ 寺川永＝馬場圭太＝原田昌和［2012］
戸崎 忠「西ドイツにおける市場支配的企業の濫用監視と価格規制」青山社会科学
紀要 7巻 1号 15 頁以下（1978）→ 戸崎忠［1978］
戸崎 忠「ドイツにおける価格規制政策」日本経済政策学会年報 40 号 119 頁以下
（1992）
戸崎 忠「競争制限禁止法における市場支配的又は市場有力な地位の濫用概念」千
葉商大論叢 33 巻 4 号 33 頁以下（1996）
鳥山恭一「事業者間の経済的従属関係の濫用に対するフランス競争法による規制」
『独占禁止法とフェアコノミー』263 頁以下 → 鳥山恭一［2017］




下）」法律時報 72 巻 5 号，7号（2000）→ 中島徹［2000］
中島 徹「福祉国家の公序」阪口正二郎（編）『自由への問い 3 公共性』（岩波書
店，2010）→ 中島徹［2010b］
中田邦博「ドイツ不正競争防止法の新たな展開 新UWGについて」立命館法学 298










西原博史「〈社会権〉の保障と個人の自律」早稲田社会科学研究 53 号 109 頁以下
（1996）→ 西原博史［1996］
根岸 哲「民法と独占禁止法（上・下）」法曹時報 46 巻 1 号 1 頁以下，同 2号 207
頁以下（1994）→ 根岸哲［1994］
根岸 哲「優越的地位の濫用に係る諸論点」日本経済法学会年報 49 号 21 頁以下
（2006）→ 根岸哲［2006］







による民法化」明治大学法科大学院論集第 2号 1頁以下（2007）→ ハーガー
［2007］





『近代法と現代法』（法律文化社，1973）119 頁以下 → 原島重義［1973］
→ 原島重義［2011b］5 頁以下
原島重義「わが国における権利論の推移」法の科学 4号 54 頁（1976）→ 原島重義
［1976］ → 原島重義［2011b］445 頁以下





法学論叢 147 巻 1 号 24 頁以下，148 巻 1 号 85 頁以下（2000）→ 原田昌和
［2000］
原田昌和「極端に巨額な保証債務の反良俗性 ドイツ良俗則の最近の展開⑴（2・
完）」法学論叢 148 巻 2 号 18 頁以下（2000），149 巻 1 号 46 頁以下（2001）
→ 原田昌和［2000-01］
原田昌和「itibumukouno ronri 高額な反対給付の縮減に関するドイツ法の最近
の展開」甲南法学 42 巻 3・4 号 389 頁以下（2002）→ 原田昌和［2002］
原田昌和「ドイツ旧約款規制法制定以前における連邦裁判所の約款規制法理につい
て 内容規制の法理論的基礎の検討に向けて⑴（2・完）」立教法学 73 号 105 頁
以下（2007），75 号 215 頁以下（2008）→ 原田昌和［2007-08］
原田昌和「ドイツ不正競争防止法の最近の展開 2008 年，2009 年改正について」




124 頁以下 → 林幸司［1995］
Ṥ口陽一『憲法 近代知の復権へ』（東大出版会，2002）→ Ṥ口陽一［2002］
Ṥ口陽一＝星野英一「（対談）社会の基本法と国家の基本法」ジュリスト 1192 号 2
頁以下（2001）→ Ṥ口陽一＝星野英一［2001］
広瀬久和「附合契約と普通契約約款」『基本法学 4 契約』313 頁以下
→ 広瀬久和［1983］
広渡清吾「憲法と民法」法律時報 76 巻 2 号 87 頁以下（2004）→ 広渡清吾［2004］
ファーブル，ジェローム（和久井理子訳）「フランスの大規模小売分野における不公
正取引の規制」公正取引 769 号 40 頁以下（2014）→ ファーブル［2014］
フォルナーゼ，マテオ「強行的契約法による契約自由の実質化」川角由和＝中田邦
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博＝潮見佳男＝松岡久和（編）『ヨーロッパ私法の展望と日本民法典の現代化』
（日本評論社，2016）277 頁以下 → フォルナーゼ［2016］
舟田正之「消費者取引における価格の適正化」遠藤浩・林良平・水本浩（監修）『現






律時報 91 巻 9 号 156 頁以下（2019）→ 舟田［2019b］





議論を参考に」大東法学 19 巻 1 号 307 頁以下（2009）→ 堀川信一［2009］
本 秀紀『政治的公共圏の憲法理論』（日本評論社，2012）→ 本秀紀［2012］
本城 昇『不公正な消費者取引の規制 米国・EU・韓国を中心に 』（日本評論社，




実現と法の役割』（商事法務，2014）76 頁以下 → 丸山絵美子［2014］
丸山絵美子『中途解約と契約の内容規制』（有斐閣，2015）→ 丸山絵美子［2015］
水上英徳「社会国家と自律 ハーバーマスにおける社会国家論の展開」社会学研





森田 修「『独禁法違反行為の私法上の効力』試論」日本経済法学会年報 19 号 99 頁
以下（1998）→ 森田修［1998］
森平明彦「経済法と私法」日本経済法学会編『経済法講座第 1巻 経済法の理論と
展開』（三省堂，2002）41 頁以下 → 森平明彦［2002］
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ミナー 646 号 17 頁以下，同 647 号 44 頁以下（2008）→ 山本敬三［2008a］








山本 豊「契約の内容規制」別冊NBL51 号（1998 年）57 頁以下 → 山本豊
［1998a］
山本 豊「約款規制」ジュリスト 1126 号 112 頁以下（1998）→ 山本豊［1998b］
山本 豊「契約の内容規制」私法 61 号 4 頁以下（1999）→ 山本豊［1999］
山本 豊「契約の内容規制（その 1）-暴利行為論」法学教室 338 号 98 頁以下
（2008）→ 山本豊［2008］









『ヨーロッパ契約法原則Ⅰ ・Ⅱ 』（法律文化社，2006）→ ランドー＝ビール











Bauer, Jürgen, F., Der Mißbrauch im deutschen Kartellrecht（1972）
→ Bauer, J.［1972］
Dauses/Ludwigs, Handbuch des EU-Wirtschaftsrechts（2019）
→ Dauses/Ludwigs［2019］
Emmerich, Volker, Kartellrecht, 13. Aufl., 2014 → Emmerich［2014］
Flume, Werner, Rechtsgeschäft und Privatautonomie in: Ernst von Caemmerer u.a.
（hrsg.）, Hundert Jahre Deutsches Rechtsleben, Band 1（1960）, S.136ff.
→ Flume［1960］
Immenga/Mestmacker, GWB, Kommentar zum Kartellgesetz,5.Aufl., 2014
→ Immenga/Mestmacker［2014］（19 条部分執筆：Fuch, Andreas/Möschel,
Wernhard）
Langen/Bunte（hrsg.）, Kartellrecht, Kommentar, 12. Aufl., 2014
→ Langen/Bunte［2014］
Möschel, Wernhard, Der Oligopolmißbrauch im Recht dcr Wettbewerbsbeschrän-
kungen（1974）→ Möschel［1974］
Münchener Kommentar, Europäisches und Deutsches Wettbewerbsrecht, Bd.2, 2.
Aufl., 2015 → Münchener Kommentar［2015］§ 19（19 条部分執筆：Wolf,
Maik）
Raiser, Lutwig, Das Recht der allgemeinen Geschäftsbedingungen（1935, unverän-
derte Neudruck 1961）→ Raiser［1935］
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